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会
長
就
任
ご
挨
拶

角
口

賀
敏

社
団
法
人

全
国
建
設
機
械
器
具
リ
ー
ス
業
協
会

会

長

止
め
が
か
か
ら
ず
、
こ
の
流
れ
は
我
々
リ
ー
ス
業
界
に
取
り

ま
し
て
も
大
変
苦
し
い
状
況
で
あ
り
ま
す
。

そ
う
し
た
状
況
下
で
は
あ
り
ま
す
が
、
今
リ
ー
ス
業
は
新

し
い
時
代
を
切
り
開
こ
う
と
し
て
い
ま
す
。
業
界
環
境
が
大

き
く
変
わ
り
つ
つ
あ
る
中
、
会
員
各
社
が
更
な
る
飛
躍
を
実

現
す
る
た
め
に
は
、
リ
ー
ス
業
会
の
地
位
と
社
会
的
認
知
度

の
向
上
が
絶
対
条
件
で
あ
り
、
ま
た
大
小
を
問
わ
ず
会
員
間

の
情
報
共
有
を
推
進
し
、
意
思
疎
通
を
活
発
に
し
て
い
か
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

そ
の
た
め
に
、
支
部
や
現
場
の
声
に
耳
を
傾
け
、
そ
の
生

の
声
を
協
会
の
運
営
に
反
映
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考

え
て
い
ま
す
。
必
要
と
あ
れ
ば
、
支
部
の
総
会
や
研
修
会
に

も
出
向
く
つ
も
り
で
す
。

ま
た
、
技
能
者
の
技
能
習
得
意
欲
を
増
進
さ
せ
る
観
点
か

こ
の
度
、
5
月
26
日
付
で
新
会
長
を
拝
命
い
た
し
ま
し
た

和
歌
山
支
部
の
角
口
賀
敏
で
す
宜
し
く
お
願
い
し
ま
す
。

荒
井
前
会
長
は
平
成
14
年
10
月
に
会
長
に
就
任
さ
れ
、
建

設
業
者
と
の
取
引
に
関
す
る
価
格
問
題
の
正
常
化
や
協
会
の

財
政
健
全
化
等
に
精
力
的
に
取
り
組
ま
れ
ま
し
た
。

更
に
、
賛
助
会
員
制
度
の
創
設
等
多
大
な
る
功
績
を
考
え

ま
す
と
、
会
長
を
お
引
き
受
け
し
た
責
任
の
重
大
さ
に
身
の

引
き
締
ま
る
思
い
が
い
た
し
ま
す
。

荒
井
前
会
長
始
め
、
今
回
退
任
さ
れ
ま
し
た
、
役
員
の
皆

様
に
は
敬
意
を
称
し
改
め
て
長
年
の
功
績
に
対
し
感
謝
申
し

上
げ
る
次
第
で
あ
り
ま
す
。

さ
て
、
我
が
国
の
経
済
情
勢
は
依
然
と
し
て
大
変
厳
し
い

状
況
に
あ
り
、
公
共
工
事
・
民
間
工
事
と
も
ど
も
減
少
に
歯

会 長 あ い さ つ



ら
、
建
設
機
械
整
備
技
能
士
の
資
格
を
取
得
す
る
た
め
に
、

各
支
部
で
実
施
す
る
講
習
会
に
補
助
す
る
た
め
の
経
費
を
平

成
22
年
度
予
算
に
計
上
い
た
し
ま
し
た
。

今
後
、
リ
ー
ス
業
界
は
レ
ン
タ
ル
で
の
売
り
上
げ
を
伸
ば

す
こ
と
は
厳
し
い
状
況
で
は
あ
り
ま
す
が
、
サ
ー
ビ
ス
マ
ン

の
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
に
よ
り
、
修
理
等
で
の
売
り
上
げ
を
伸
ば

す
事
は
可
能
で
あ
り
、
引
い
て
は
業
界
の
信
頼
向
上
に
結
び

つ
き
ま
す
。
そ
し
て
建
設
機
械
の
レ
ン
タ
ル
業
の
み
で
は
な

く
、
総
合
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
を
目
指
す
べ
き
と
考
え
て
い

ま
す
。

更
に
、
公
益
法
人
制
度
改
革
に
つ
き
ま
し
て
は
、
一
般
社

団
法
人
へ
の
移
行
認
可
に
向
け
て
本
年
1
月
、
2
月
に
お
い

て
全
国
9
ブ
ロ
ッ
ク
で
新
制
度
の
説
明
会
を
開
催
い
た
し
ま

し
た
。
そ
の
後
、
各
支
部
の
皆
様
の
協
力
を
頂
き
無
事
に
全

国
の
支
部
を
新
制
度
で
ス
タ
ー
ト
す
る
事
が
出
来
ま
し
た
。

今
後
も
完
全
移
行
ま
で
お
手
数
掛
け
ま
す
が
、
ご
協
力
宜
し

く
お
願
い
し
ま
す
。

最
後
に
、
会
員
各
社
の
皆
様
の
ご
支
援
、
ご
協
力
の
も
と

に
職
務
を
全
う
す
べ
く
全
力
を
傾
注
す
る
所
存
で
ご
ざ
い
ま

す
の
で
、
何
卒
宜
し
く
お
願
い
申
し
あ
げ
ま
す
。

会 長 あ い さ つ



ご
挨
拶

藤
本

俊
雄

平
成
22
年
５
月
の
第
37
回
定
期
会
員
総
会
の
役
員
改
選
に
当
た
り
、
引
き
続
き
副
会
長
職
を
拝
命
致
し
ま
し
た
藤
本
で
す
。

角
口
新
会
長
の
も
と
北
野
・
小
沼
両
副
会
長
と
共
に
、
真
剣
に
協
会
運
営
に
取
り
組
ん
で
参
る
所
存
で
あ
り
ま
す
。

又
、
末
田
前
委
員
長
の
後
任
と
し
て
流
通
委
員
長
の
重
責
を
担
う
事
と
な
り
、
建
機
レ
ン
タ
ル
業
界
の
正
常
化
と
そ
の
ビ
ジ
ネ
ス

モ
デ
ル
の
構
築
の
た
め
に
、
メ
ー
カ
ー
系
・
広
域
・
地
場
大
手
レ
ン
タ
ル
様
と
の
話
し
合
い
の
場
面
を
多
く
持
ち
、
歴
史
を
突
き
動

か
し
て
参
り
た
い
身
震
い
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す
。

折
し
も
、
平
成
21
年
度
の
名
目
建
設
投
資
は
前
年
度
比
１
０
・
４
％
ダ
ウ
ン
の
４
２
兆
３
０
０
０
億
円
と
な
る
見
通
し
で
、
更
に

平
成
22
年
度
は
前
回
予
測
か
ら
８
２
０
０
億
円
を
上
積
み
し
た
も
の
の
、
前
年
度
比
９
％
減
の
３
８
兆
５
１
０
０
億
円
と
な
る
見
込

み
で
、
初
め
て
１
９
９
２
年
の
ピ
ー
ク
時
の
50
％
を
割
り
込
み
ま
し
た
。

更
に
市
場
の
収
縮
は
避
け
ら
れ
そ
う
に
あ
り
ま
せ
ん
が
、
正
に
時
代
は
、「
持
つ
か
ら
借
り
る
」
と
移
り
変
わ
り
、
我
々
レ
ン
タ

ル
業
者
も
「
競
合
か
ら
共
生
」
に
と
頭
を
切
り
替
え
て
行
か
な
い
と
共
倒
れ
に
な
る
虞
が
、
多
分
に
あ
り
ま
す
。

現
在
、
東
京
建
設
機
械
リ
ー
ス
業
協
会
の
副
会
長
兼
流
通
委
員
長
及
び
千
葉
協
議
会
の
代
表
と
「
３
足
の
わ
ら
じ
」
を
履
く
私
と

致
し
ま
し
て
は
、
仲
間
貸
し
の
推
奨
と
そ
の
基
準
価
格
の
策
定
に
取
り
組
み
、
全
国
に
そ
の
情
報
を
発
信
し
て
参
り
た
い
と
考
え
て

居
り
ま
す
。

そ
の
他
に
も
、「
法
令
順
守
（
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
）
の
徹
底
」、「
環
境
問
題
へ
の
対
応
」、「
基
本
管
理
料
・
サ
ポ
ー
ト
料
制
度

の
確
立
」、「
災
害
時
の
復
旧
支
援
」
と
我
々
が
取
り
組
む
べ
き
問
題
は
山
積
し
て
い
ま
す
が
、
一
つ
一
つ
根
気
よ
く
念
入
り
に
取
り

組
ん
で
参
る
積
り
で
す
。

微
力
で
す
が
、
会
員
各
社
様
の
ご
協
力
と
ご
鞭
撻
を
頂
き
な
が
ら
任
期
満
了
ま
で
頑
張
っ
て
参
り
た
い
と
存
じ
ま
す
の
で
、
宜
し

く
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

副会長就任ご挨拶

社
団
法
人

全
国
建
設
機
械
器
具
リ
ー
ス
業
協
会

副
会
長



北
野

一
雄

ご
挨
拶

ご
挨
拶
申
し
上
げ
ま
す
。

こ
の
た
び
、
第
37
回
通
常
総
会
に
お
き
ま
し
て
協
会
副
会
長
に
推
挙
い
た
だ
き
重
責
を
拝
命
致
し
ま
し
た
、
大
阪
支
部

北
野
一

雄

で
ご
ざ
い
ま
す
。

過
去
４
期
８
年
間
常
任
理
事
と
し
て
協
会
運
営
に
携
わ
ら
せ
て
頂
き
ま
し
た
が
バ
ブ
ル
崩
壊
後
、
日
本
経
済
の
低
迷
と
共
に
こ
の

数
年
、
私
達
レ
ン
タ
ル
業
界
は
類
を
見
な
い
最
悪
の
、
経
営
環
境
に
陥
っ
て
お
り
ま
す
。

公
共
工
事
の
削
減
に
依
る
建
設
業
界
の
不
況
と
レ
ン
タ
ル
機
械
需
要
の
減
少
。
価
格
の
下
落
。
過
当
競
争
。
等
々
、
一
層
の
混
迷

を
深
め
「
危
急
存
亡
の
秋
（
と
き
）」
の
言
葉
通
り
生
き
残
れ
る
か
、
淘
汰
さ
れ
る
か
、
瀬
戸
際
の
業
界
で
あ
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
状
況
下
で
の
協
会
運
営
は
、
会
員
各
位
の
厳
し
い
要
望
も
あ
り
業
界
の
健
全
化
、
活
性
化
、
安
定
に
向
け
て
具
体
的

な
事
業
活
動
が
望
ま
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す
。

角
口
新
会
長
の
下
で
微
力
で
は
あ
り
ま
す
が
、
一
生
懸
命
務
め
さ
せ
て
頂
く
所
存
で
す
。

荒
井
前
会
長
始
め
、
前
役
員
の
方
々
の
ご
指
導
と
新
常
任
理
事
、
理
事
各
位
の
ご
協
力
並
び
に
全
国
会
員
皆
様
の
ご
理
解
ご
支
援

ご
鞭
撻
を
切
に
お
願
い
致
し
ま
す
。

本
当
に
大
変
な
時
代
と
厳
し
い
レ
ン
タ
ル
業
界
で
す
」
心
か
ら
共
存
共
栄
を
願
い
つ
つ
…
。

最
後
に
な
り
ま
し
た
が
、
会
員
各
位
の
益
々
の
ご
隆
盛
を
祈
念
申
し
上
げ
副
会
長
就
任
の
ご
挨
拶
と
致
し
ま
す
。

副会長就任ご挨拶

社
団
法
人

全
国
建
設
機
械
器
具
リ
ー
ス
業
協
会

副
会
長



小
沼

直
人

ご
挨
拶

会
員
各
位
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
益
々
ご
清
栄
の
こ
と
と
お
喜
び
申
し
上
げ
ま
す
。

こ
の
度
の
役
員
改
選
に
お
い
て
、
副
会
長
を
お
お
せ
つ
か
り
ま
し
た
小
沼
で
ご
ざ
い
ま
す
。

浅
学
非
才
の
身
で
誠
に
心
許
無
い
状
況
で
は
ご
ざ
い
ま
す
が
、
皆
様
方
の
ご
支
援
と
ご
協
力
を
賜
り
な
が
ら
、
業
界
全
体
の
発
展

と
地
位
向
上
に
努
め
て
参
る
所
存
で
ご
ざ
い
ま
す
の
で
、
何
卒
宜
し
く
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

さ
て
、
あ
ら
た
め
て
申
し
上
げ
る
ま
で
も
な
く
、
私
ど
も
建
機
レ
ン
タ
ル
業
界
を
取
り
巻
く
環
境
は
誠
に
厳
し
い
状
況
に
ご
ざ
い

ま
す
。
平
成
20
年
9
月
の
所
謂
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
に
端
を
発
し
た
未
曾
有
の
世
界
同
時
不
況
に
巻
き
込
ま
れ
、
輸
出
や
設
備
投

資
が
急
激
に
減
少
し
、
個
人
消
費
も
大
幅
に
落
ち
込
み
ま
し
た
。
さ
ら
に
民
主
党
政
権
へ
の
移
行
に
伴
い
「
コ
ン
ク
リ
ー
ト
か
ら
人

へ
」
の
政
策
転
換
が
な
さ
れ
、
我
々
の
主
た
る
マ
ー
ケ
ッ
ト
で
あ
る
建
設
市
場
は
極
め
て
厳
し
い
も
の
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
厳
し
い
経
済
環
境
を
反
映
し
て
、
当
業
界
の
足
許
で
レ
ン
タ
ル
価
格
の
大
幅
な
下
落
や
、
過
当
競
争
と
さ
え
思
わ
れ

る
よ
う
な
状
況
が
生
じ
、
こ
れ
に
伴
っ
て
業
績
が
悪
化
す
る
企
業
が
増
え
て
い
る
こ
と
は
誠
に
遺
憾
で
あ
る
と
存
じ
ま
す
。

ま
た
、
地
球
温
暖
化
防
止
に
よ
り
、
排
ガ
ス
3
次
規
制
か
ら
4
次
規
制
も
間
近
に
控
え
機
械
の
コ
ス
ト
ア
ッ
プ
が
避
け
ら
れ
ず
、

適
正
な
商
品
価
格
の
維
持
と
安
定
し
た
質
の
高
い
レ
ン
タ
ル
機
械
（
商
品
）
の
提
供
に
取
り
組
み
、
業
界
と
し
て
の
責
任
を
全
う
す

る
と
と
も
に
、
日
本
経
済
に
対
す
る
責
務
と
貢
献
を
し
っ
か
り
果
た
す
こ
と
で
あ
る
と
考
え
ま
す
。

微
力
で
は
ご
ざ
い
ま
す
が
、
斯
か
る
状
況
の
是
正
に
多
少
な
り
と
も
お
役
に
立
つ
こ
と
が
で
き
れ
ば
嬉
し
く
存
じ
ま
す
。

そ
し
て
も
う
ひ
と
つ
、
当
協
会
に
と
り
ま
し
て
重
要
な
課
題
は
、
公
益
法
人
改
革
の
流
れ
に
当
協
会
と
し
て
ど
の
よ
う
に
対
応
す

る
か
と
い
う
こ
と
で
ご
ざ
い
ま
す
。
掘
り
下
げ
た
検
討
を
着
実
に
進
め
た
い
と
思
い
ま
す
。

皆
様
と
心
を
合
わ
せ
、
と
も
に
力
強
く
前
進
し
て
参
り
た
い
と
（
業
界
の
安
定
と
協
会
の
発
展
に
貢
献
し
て
参
り
た
い
と
）
存
じ

ま
す
の
で
、
格
別
の
ご
指
導
ご
鞭
撻
を
賜
り
ま
す
よ
う
、
宜
し
く
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

副会長就任ご挨拶

社
団
法
人

全
国
建
設
機
械
器
具
リ
ー
ス
業
協
会

副
会
長



監 事

相談役

参 与

協 会 役 員 名 簿

役職

相談役 荒井 敏彦 (株) 共 英

氏 名 会 社 名

役職

参 与

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃 仲田 優晴 喜 多 機 械 産 業 (株)

末田 芳晴 湊 川 産 業 (株)

石橋久仁夫 髙 石 機 械 産 業 (株)

吉川 喜彦 大 喜 産 業 (株)

河﨑 晴一 産 建 機 械 リ ー ス (株)

高野 泰行 (株) 高 野 工 会

田島 潤一 (株) レ ン ト

原 茂 (株) 原 鉄

北條 光一 (株) 北 條 モ ー タ ー ス

石塚 幸司 (株) ニッパンレンタル

酒井 安治 大 洋 電 機 (有)

佐藤 清二 佐藤マシナックス工商(株)

東海林寛次 山形県建設機械リース業協会

高橋 悦見 (株) セ ン ト ラ ル

三浦 正義 (株) 秋 田 中 央 機 工

気田 福俊 青 森 リ ー ス (株)

氏 名 会 社 名

役職

監 事

〃

〃 加藤 義久 日本みらい会計事務所

金子眞紀子 金 子 機 械 (株)

寅 太郎 (株)レンタルのニッケン

氏 名 会 社 名

協会役員名簿

理 事

役職

会 長

副会長

〃

〃

専務理事

常務理事

常任理事

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

理 事

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃 古賀 昭彦 (株)損害保険ジャパン

鈴木 道広 ユ ア サ Ｒ ＆ Ｓ (株)

京極 勝一 ヤンマー建機販売 (株)

松本 博明 日 立 建 機 (株)

久保山英明 デ ン ヨ ー (株)

辻本 治 (株) 鶴 見 製 作 所

七山 聖學 キャタピラージャパン(株)

須藤 則行 (株) 小 松 製 作 所

﨑本 孝幸 西日本コベルコ建機(株)

塩路 伸世 (株) ク ボ タ

川嶋 俊夫 (社)日本建設機械工業会

見波 潔 (社)日本建設機械化協会
施 工 技 術 総 合 研 究 所

松隈 宣明 (社)日本建設機械化協会

風間 英夫 (有) 常 盤 工 業

辻村 敏夫 西尾レントオール (株)

佐久本嘉幸 (株) 佐 久 本 工 機

中野 登 (株) ナ カ ノ

宇都宮昭憲 長 浜 産 業 (株)

姫野 康通 (株) 日 商 機 械

安田 正之 サ ン キ リ ー ス (株)

榊原 章 (株) 三 河 機 工

鬼丸 卓哉 (株) 城 南 建 材 社

長根 常雄 (株) ほ く と う

伊藤 豊 (株) 大 鐡

江藤 信男 (社)全国建設機械器具リース業協会

小林 良助 (社)全国建設機械器具リース業協会

小沼 直人 (株) ア ク テ ィ オ

北野 一雄 北 野 建 機 (株)

藤本 俊雄 (株) ビ ー ・ ト ラ イ

角口 賀敏 (株) キ ナ ン

氏 名 会 社 名



(社)全国建設機械器具リース業協会統一様式

事故発生時の連絡・報告先(発生当日中に)

※被害者➡ 警察署(訪問届出)
➡➡ 購入先ディーラー( )
➡➡➡所属支部事務所( )➡➡➡(社)全国建設機械器具リース業協会事務局

- -
- -

※形状・特徴・スケッチ・写真、及び説明文等を添付してください。

建 設 機 械 等 の 盗 難 ・ 紛 失 報 告 書

情報提供日：平成 年 月 日

○で囲む

○で囲む

※使 用 者

社名：

支店・営業所：

担当者氏名：

ＴＥＬ： ＦＡＸ：

社名：

住所：

社名：

住所：

月 日 届出

自社・ユーザー・そ の 他

構内・置 き 場・作業現場・そ の 他

住所：

社名：

平成 年 月 日～ 月 日 時頃

盗 難 ・ 紛 失 ・ その他( )

連 絡 先

被害者名
※所 有 者

届出警察署・日時

被害発生 場 所

被害発生 日 時

被害区分(○で囲む)

標準価格：購入年度：

その他番号(リース会社管理番号）：塗 装 色：

製造番号： エンジン番号：型 式：

機 械 名： 製造会社：



調 査 報 告 書

調査期間

受理番号

届け出件数

盗難建機台数計

被害額記入あり件数

被害総額計(単位：万円)

盗難建機数計

被害額記入なし件数

調査期間内の発見件数 3

70

543

108,219

266

628

336

1-336

Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17

337-545 546-781 782-999 1,000-1,238

209 236 218 239

366 255 226 276

180 192 174 142

143,625 95,112 98,060 53,976

208 203 177 161

29 44 44 97

4 5 7 5

3101

5984961

1,5536564

564,43012,93017,803

1,1906152

2,561134129

1,788110113

1-1,7881,524-1,6331,411-1,523

累計Ｈ20Ｈ19Ｈ18

1,239-1,410

172

252

69

18,387

78

103

2調査期間内の発見件数

被害額記入なし件数

盗難建機数計

被害総額計(単位：万円)

被害額記入あり件数

盗難建機台数計

届け出件数

受理番号

調査期間

注）Ｈ13年度はＨ13年７月から調査開始

1．盗難発生場所別件数

注）上記は発見件数分も含む数値

追記

１．価格、エンジン番号は未記入が多い

２．盗難発生時間に午前午後の明記がなく、特定できない

３．型式・製造番号の数字・アルファベットが不鮮明で性格に記録できない

４．標準価格：新規購入価格

4

101

54

16,318

54

295

155

1,634-1,788

Ｈ21

建設機械盗難調査報告書 年度別推移

発生場所

自社敷地内

ユーザー敷地内

作業現場

その他

計 336

4

220

54

58

Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 累計

26 31 26 51 27 19 17 293

33 43 53 39 32 26 18 337

144 148 130 136 112 64 60 1,090

6 14 9 13 1 4 15 68

209 236 218 239 172 113 110 1,788

Ｈ21

38

39

76

2

155



2,548134129252276226255366

781475561

54413410108

63328405491928594

70200001

累計Ｈ20Ｈ19Ｈ18Ｈ17Ｈ16Ｈ15Ｈ14Ｈ13

4

101

12

5

628計

締固め機械

クレーン

掘削機械

積込機械

区 分

2．機種別盗難建機台数

運搬機械 21 21 44 33 22 8 9 5 167

9124534106522342160308その他

発電機

溶接機

投光機

空気圧縮機 9

11

13

144 68 53 50 86 56 29 45 566

6 13 8 15 17 7 4 85

5 1 2 1 0 0 0 20

2 1 3 0 1 3 2 26

支部名

北海道

青 森

秋 田

岩 手

宮 城

山 形

福 島

東 京

神奈川

長 野

群 馬

新 潟

栃 木

静 岡

中 部

富 山

石 川

福 井

大 阪

兵 庫

和歌山

滋 賀

京 都

中 国

四 国

九 州

沖 縄

計 336

0

14

0

2

0

0

18

48

11

0

4

2

110

0

8

0

7

1

6

91

3

0

1

0

1

2

7

Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 累計

8 21 20 5 0 0 7 76

0 0 0 0 0 0 0 2

0 0 0 0 0 0 1 2

0 0 0 0 0 0 0 0

3 1 0 2 2 8 1 19

0 0 0 0 0 0 0 0

2 2 1 1 3 2 1 16

83 59 50 18 7 14 11 370

3 8 0 10 4 0 1 32

0 0 0 1 0 0 0 2

0 1 0 0 0 0 0 8

0 0 0 0 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0 1 11

0 0 0 0 0 0 0 0

48 73 66 102 46 21 19 528

0 0 0 0 0 0 0 2

1 0 0 0 0 0 0 5

0 0 0 0 0 0 0 0

1 0 1 0 0 0 1 16

23 33 19 61 68 37 30 370

7 1 5 3 20 0 8 63

0 0 2 0 0 1 0 3

0 1 0 0 0 0 1 2

2 0 4 0 0 1 1 11

0 0 0 0 0 0 0 0

26 36 46 35 22 29 27 248

0 0 4 1 0 0 0 5

209 236 218 239 172 113 110 1,788

3．支部別届け出件数

155

0

13

0

1

0

0

1

51

2

0

0

0

40

0

0

0

0

0

0

37

1

0

1

0

0

0

8

Ｈ21

5

0

2

35

142

4

Ｈ21

0

48

2

44

282

調 査 報 告 書



(2010年５月計上分まで)

北海道

青 森

秋 田

岩 手

宮 城

山 形

福 島

新 潟

群 馬

栃 木

東 京

神奈川

長 野

静 岡

中 部

富 山

石 川

福 井

滋 賀

京 都

大 阪

和歌山

兵 庫

中 国

四 国

九 州

沖 縄

合 計 826 242 39,324,400 183 83,757,900 123,082,300 29.3％

14 12 1,699,500 10 4,957,000 6,656,500 85.7％

77 19 2,722,500 16 9,723,000 12,445,500 24.7％

12 1 187,000 1 578,000 765,000 8.3％

57 10 2,128,000 10 3,843,500 5,971,500 17.5％

20 7 1,273,500 5 1,343,500 2,617,000 35.0％

20 2 554,500 2 2,818,000 3,372,500 10.0％

74 7 1,098,500 4 3,855,000 4,953,500 9.5％

8 3 357,000 2 671,500 1,028,500 37.5％

17 6 1,110,500 5 1,538,000 2,648,500 35.3％

10 5 348,500 1 93,500 442,000 50.0％

19 10 982,000 6 767,500 1,749,500 52.6％

18 4 576,500 1 340,000 916,500 22.2％

51 27 3,836,500 17 6,502,500 10,339,000 52.9％

20 2 300,500 1 102,000 402,000 10.0％

20 1 130,900 0 130,900 261,800 5.0％

43 16 2,252,000 14 7,833,500 10,085,500 37.2％

164 43 6,746,500 28 13,001,000 19,747,500 26.2％

12 4 518,500 3 1,106,500 1,625,000 33.3％

7 1 144,500 1 306,000 450,500 14.3％

13 4 1,208,500 3 1,256,000 2,464,500 30.8％

24 4 595,000 3 918,000 1,513,000 16.7％

8 7 1,535,500 6 2,216,500 3,752,000 87.5％

19 8 1,244,000 7 2,270,500 3,514,500 42.1％

9 0 0 0 0 0 0.0％

12 7 938,500 7 1,174,000 2,112,500 58.3％

15 5 1,710,000 5 3,803,000 5,513,000 33.3％

63 27 5,125,500 25 12,609,000 17,734,500 42.9％

加入数 掛け金 加入数 掛け金

支部名
会員数

(本社)

基本プラン
オペレーションミス特約
＋ユーザー担保特約 合 計 加入率

(単位：円)

賠 償 制 度

全建リース総合賠償制度 支部別加入状況表



国 総 政 第 90 号

国 総 建 整 第 276号

平成22･02･25中第１号

平 成 22年 3月 11日

関係事業団体代表者 殿

国土交通大臣

経済産業大臣

下請事業者への配慮等について

我が国の景気は、持ち直してきているものの、依然として厳しい状況にあり、雇用

情勢の一層の悪化やデフレの影響など、景気を下押しするリスクも存在する状況にあ

ります。こうした状況の下では、受注量が十分には回復していないことに加え、仕事

を受注できた場合でも、発注時における買いたたき、契約後の下請代金の減額や支払

遅延、割引困難な手形の交付等により、下請事業者に不当なしわ寄せが生じることが

懸念されます。

特に、年度末の金融繁忙期を控え、下請事業者の資金繰りに支障を来さないように

するためには、親事業者が下請代金を、早期にかつ可能な限り現金で支払うことが重

要です。

こうした厳しい経済情勢をかんがみ、政府は昨年12月に緊急経済対策を取りまと

め、中小企業の資金繰り対策などの実行性ある政策に重点的に取り組むとともに、下

請代金支払遅延等防止法等の関係法令の厳格な運用と違反行為への厳正な対処も行っ

ておりますが、一方で、全国48か所に設置した「下請かけこみ寺」における相談件数

が昨年度の実績を既に上回るなど、各種相談窓口において多くの相談が寄せられてお

ります。

弱い立場におかれている下請事業者が自ら親事業者に対し改善を申し入れることは

困難な場合が多いこと、下請中小企業振興法第３条に基づく振興基準（別紙参照）の

遵守の重要性が一層高まっていることから、政府としては、昨年11月の要請に加え、

改めて本書面を発出し、振興基準の遵守等を始めとする別記の事項について、貴団体

傘下の親事業者に対して、幅広く周知し、遵守するよう要請していただきますようお

願いいたします。また、今月末までに貴団体における取組状況（予定を含む。）につ

いて、書面にて御報告頂きますようお願いいたします。

関 係 法 令



記

１．振興基準の遵守について

厳しい経済情勢等において、以下の事項を遵守することが特に重要であり、これら

を始めとする振興基準の遵守につき、貴団体の理事会その他の会議の場で周知する、

会報やホームページ等に掲載するなど、貴団体傘下の親事業者に対して周知徹底して

いただきますようお願いいたします。

（１）取引対価については、合理的な算定方式に基づき、下請中小企業の適正な利益

を含み、労働条件の改善が可能となるよう、下請事業者及び親事業者が協議して

取引対価を決定すること。また、あらかじめ定めた時期や頻度にかかわらず、材

料費の大幅な変更等経済情勢の変化や発注内容の変更に応じ、随時再協議を行

い、改定を行うこと。

（２）下請代金の支払については、発注に係る物品等の受領後、できる限り速やか

に、かつ、できる限り現金で支払うものとし、少なくとも賃金に相当する金額に

ついては、全額を現金で支払うものとすること。手形で支払う場合には、手形期

間の短期化に努めること。

（３）平成21年４月30日公布の不正競争防止法改正により、営業秘密の管理に係る任

務に背いて、複製禁止の資料を無断で複製する行為、消去すべきものを消去した

ように仮装する行為等が新たに刑事罰の対象となり、近々施行が予定されてい

る。今後、同改正を受けて改訂予定の営業秘密管理指針について、親事業者の理

解を深めること等により、下請事業者の特許権、著作権等知的財産権や営業秘密

等の知的財産の取扱いに関して、下請事業者に損失を与えることのないよう、十

分な配慮を行うこと。

また、貴団体傘下の親事業者に対して、下請取引適性化に関する講習会（※１）の

受講を要請していただくとともに、調達担当者のみならず、役員等責任者が率先して

社員教育などを通じて振興基準の周知に努めるよう要請していただきますようお願い

いたします。

２．発注における下請事業者に対する配慮等について

景気の厳しい影響が下請事業者に偏ることのないよう、下請事業者に対する発注を

継続する、可能な限り前倒しで発注するなど、発注において親事業者が下請事業者に

配慮する事例があります。

こうした配慮が幅広い業種で行われていくよう、貴団体傘下の親事業者に対して親

事業者と下請事業者の望ましい企業間取引事例（※２）を周知していただきますよう

関 係 法 令



お願いいたします。

また、中小企業の新たな取引先の開拓を支援するため、インターネットを利用した

取引あっせんシステム（ビジネス・マッチング・ステーション（BMS））（※３）を

財団法人全国中小企業取引振興協会が運営しております。

BMSは、取引あっせんの外、ビジネスパートナーの検索や、官公需情報の収集等

も可能なシステムとなっていることから、是非、貴団体所属の事業者に対して、本シ

ステムへの登録を呼びかけていただきますようお願いいたします。

上記に関する内容については、中小企業庁ホームページに掲載されています。

※１ 下請取引適正化に関する講習会

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/Shitaukeseminar.htm

※２ 下請適正取引等の推進のためのガイドライン」ベストプラクティス集

(三訂版）

http://www..chusho.meeti.go.jp/keiei/torihiki/2009/091102ShitaukeBest
 

Practices3rdEditon.htm

※３ ビジネス・マッチング・ステーション（BMS）

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/BizMatchStation.htm

関 係 法 令



振興基準 別紙

前文

下請中小企業は、我が国産業の多くの分野において広汎に存在し、国民経済の重要

な担い手として我が国経済の著しい発展を支えてきたが、近年の環境変化の中で、さ

らなる対応を求められている。

まず、近年の経済のサービス化に伴い、サービス業等の役務委託取引においても下

請分業関係の発達が見られており、サービス業等の下請中小企業の経営基盤強化が必

要である。

ついで、下請中小企業を取り巻く環境として、国内面をみると消費者ニーズの多用

化・高度化、商品のライフサイクルの短命化、技術革新、情報化の進展の中で、下請

中小企業に対する要請も品質、性能、コスト等あらゆる面で多用化、高度化してお

り、下請事業者としてもこれに適切に対応していかなければならなくなっている。

また、国外との関係に目を向けると、特に製造業をはじめとして、国際化の進展に

伴い親企業の海外進出、海外との競争が進むことにより、下請中小企業を取り巻く環

境は一層厳しくなっており、こうした状況に対処するために、また、東アジア地域の

発展等により我が国企業の従来の比較優位が失われつつある中で、親企業と下請中小

企業双方が共存し競争力を維持し発展していくためにも、親企業者、下請事業者とも

に高度化する需要側の要請への対応や新たな需要の創出が重要となっている。

他方、人材・労働力確保という面については、依然として下請中小企業にとって、

経営上の大きな問題である。

特に、一般的に「働き手」とされる生産年齢人口（15～64歳人口）は今後減少して

いくと考えられること、近年の国民の豊かさ指向の強まりを背景として労働者の勤労

に関する意識の変化が見られること等から下請中小企業が今後とも労働力を確保して

いくことは依然として容易ではない状況にある。こうした中で、下請中小企業がその

経営を存続するため、円滑に人材・労働力確保を行っていくためには、労働時間短縮

を始めとする労働条件の改善や職場環境改善、福利厚生施設の整備等、さらには、情

報化や技術の向上への積極的対応等による企業イメージの向上等を通じた魅力ある職

場づくりが必要となっている。

下請中小企業としては、このような環境の変化及び自らの実情を十分認識し、

① 親事業者にとっては不可欠の企業となる

② 親事業者を複数化・多角化する

③ 製品、情報成果物及び役務（以下「製品等」という。）の自社開発により独立

化をめざす

等多様な対応を図っていく必要があるが、いずれの場合にしても技術力の向上を中心

とした体質改善、経営基盤の強化が不可欠であり、そのための一層の自助努力が必要

である。

また、下請中小企業には、独自の技術力やノウハウを有すること等により、親企業
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と対等なパートナーシップを確立しているものもあるものの、その事業活動が親企業

の発注の在り方に左右されやすい面があることから、下請中小企業が体質改善、経営

基盤の強化や労働時間の短縮等を図っていくためには、発注方式等の面における親企

業の協力が必要である。

親企業としても、下請中小企業の存在なくしては、より付加価値の高い製品・サー

ビスを生み出していくことが困難であり、自らの発展もあり得ないという点を十分認

識し、親企業としての立場を利用して下請中小企業に不当な取引条件を押し付けるこ

となく、下請中小企業の体質改善、経営基盤の強化に対しその自主性を尊重しつつ積

極的な協力を行うとともに、納期、納入頻度等における配慮等下請中小企業の労働時

間短縮のための発注方式の改善等の協力を行うことが必要である。さらに、自らの努

力により自主的に事業を運営し得る有能な企業に脱皮し、自立化や魅力ある職場づく

りを行っていこうとする下請中小企業に対しては、その努力を阻害することなく、必

要に応じこれに対する支援を行うことが望まれる。

今後とも我が国経済が健全な発展を遂げ、同時に豊かな国民生活を実現していくた

めには、我が国経済に広範に広がる下請分業システムにおける不公正、不透明な取引

を排除するとともに、親企業と下請中小企業とが相互の理解と信頼の下に協力関係を

築き、共存共栄を図っていくことが必要である。

この基準は、このような観点から、下請事業者に対して努力の方向を示すととも

に、これに対して親事業者がどのような協力を行うべきかを示すことにより、下請中

小企業の振興を図ろうとするものである。

第１ 下請事業者の生産性の向上及び製品若しくは情報成果物の品質若しくは

性能又は役務の品質の改善に関する事項

１）下請事業者の努力

今後、生産年齢人口が減少していくと考えられ、また、近年の国民の豊かさ指

向の強まりを背景として労働者の勤労に関する意識の変化が見られる中で、下請

事業者が円滑に人材・労働力の確保を図るためには、労働時間の短縮を始めとす

る労働条件の改善等魅力ある職場づくりに努めていくことが必要である。

また、下請事業者に対する技術の向上等の要請に対応した一層の設備投資、技

術開発を実施するため、また、経済の国際化の一層の進展に適切に対応するた

め、その経営基盤の強化を図ることも必要である。

下請事業者は、このような課題を達成することができるよう、生産性の向上に

努めるとともに、高度化する下請中小企業に対する親企業の要求に応え、製品若

しくは情報成果物の品質若しくは性能又は役務の品質（以下「製品の品質等」と

いう。）の向上に努めることが必要である。

２）親事業者の協力

親事業者は、下請事業者が生産性の向上又は製品の品質等の改善のための措置
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を円滑に進め得るよう、必要な協力をするよう努めるものとする。

第２ 親事業者の発注分野の明確化及び発注方法の改善に関する事項

１）発注分野の明確化

（１）親事業者は、下請事業者が長期的な需要見通しの下にその生産、投資、技術

開発等について長期的な経営方針を樹立し得るよう、相当期間における親事業

者の下請事業者に対する発注分野（下請事業者に対して何を発注し、親事業者

自らがどのような物品を製造、修理し、どのような情報成果物を作成し又はど

のような役務を提供するのかの区分をいう。以下同じ。）を極力具体的に定め、

これを親事業者との取引関係を有する下請事業者に明示するものとする。

なお、提示期間（発注分野が示される相当期間をいう。以下同じ。）中において

下請事業者に対する発注分野を変更することが予定される場合には、その内容

を併せて示すものとする。

（２）親事業者は、提示期間中における下請事業者に対する発注は、前号の規定に

より明示した発注分野に沿ってこれを行うものとする。

（３）第１号の規定により明示した発注分野は、当該提示期間中においてはこれを

変更しないものとする。

技術革新により親事業者が発注を必要としなくなる場合その他これを類する

やむを得ない理由により、発注分野を変更しようとするときは、その変更を行

う時より相当期間前に、下請事業者に対し、当該変更の内容を明示するものと

する。

（４）親事業者は、下請事業者に対する発注分野を変更するときは、当該変更に係

る発注を受ける下請事業者に対し、他の種類の発注、技術指導等を実施する等

その経営に著しい影響を及ぼさないよう十分に配慮するものとする。

（５）下請事業者は、親事業者から要請のあった場合には、第１号の規定により明

示された発注分野に係る秘密を守るものとする。

２）長期発注計画の提示及び発注契約の長期化

（１）親事業者は、継続的な取引関係を有する下請事業者に対し、下請事業者が安

定的かつ合理的な生産を行い得るよう、相当期間にわたる長期発注計画を提示

するものとする。

（２）親事業者は、長期発注計画の期間の長期化に努めるものとする。

（３）親事業者は、下請事業者に対する具体的発注は、第１号の規定により提示し

た長期発注計画に沿ってこれを行うよう努めるものとする。

（４）親事業者は、下請事業者に対する発注量を大幅に変動させないよう配慮する

ものとし、特に、発注量を親事業者の生産量の変動の程度以上に変動させない

よう努めるものとする。

（５）親事業者は、具体的発注について契約を締結する場合には、できる限りその
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期間を長期化するよう努めるものとする。

（６）下請事業者は、親事業者から要請のあった場合には、第１号の規定により提

示された長期発注計画に係る秘密を守るものとする。

３）発注の安定化等

（１）親事業者は、下請事業者が合理的な生産を行い得るよう、下請事業者に対す

る発注に係る物品、情報成果物及び役務（以下「物品等」という。）の種類等

の安定化及び発注量の平準化に努めるものとする。

また、将来の発注計画についての事前の情報提供及び事前情報の精度の向

上、あるいは一定の在庫の保有等による事前情報と確定発注の乖乖離の縮小化

等を通じて下請中小企業の計画的生産、生産平準化に協力するものとする。

（２）親事業者は、下請事業者が合理的な生産を行い得るよう、下請事業者に対す

る発注に係る物品等について、標準化及び規格の整理統合を推進するものとす

る。

４）納期、納入頻度の適正化等

（１）納期、納入頻度は、下請事業者の受注状況、設備及び技術の能力等を勘案し

て、下請事業者にとって無理がなく、かつ、下請中小企業の労働時間の短縮が

可能となるよう、下請事業者及び親事業者が協議して決定するものとする。ま

た、親事業者は、下請中小企業の労働時間短縮の妨げとなる週末発注・週初納

入、終業後発注・翌朝納入、発注内容の変更等について、抑制を図るものとす

るとともに、あらかじめ指定した納入日以前の納入（指定納入日前納入）に応

じる等の措置を通じて、下請中小企業の納入事務の軽減等に協力するものとす

る。

（２）親事業者は、発注後における発注内容の変更、支給材（親事業者から支給さ

れる原材料、半製品、部品、資材等をいう。以下同じ。）の支給の遅延等によ

り、前号の規定により定めた納期が下請事業者にとって無理なものとなった場

合には、その納期を変更する等、下請事業者の不利益にならないよう十分に配

慮するものとする。

５）発注の手続事務の円滑化等

親事業者は、下請事業者に対する発注の手続事務及び支給材の支給、設備、器

具等（以下「設備等」という。）の貸与等に関する手続事務の円滑化、明確化に

努めるものとする。また、親事業者は、下請中小企業の労働時間の短縮のため、

下請事業者の要請に応じて、生産・配送システムの見直し等の取組を共同して行

うものとする。

６）設計・仕様書等の明確化による発注内容の明確化

（１）親事業者は、不当なやり直しが生じないよう、発注に際して下請事業者に対

して示すべき設計図、仕様書等の内容を明確化することにより、発注内容を明

確にすることに努めるものとする。

（２）親事業者は、既に発注した物品等に係る設計、仕様等を変更しようとすると

関 係 法 令



きは、下請事業者に損失を与えることとならないよう十分に配慮するものとす

る。

７）取引停止の予告

親事業者は、継続的な取引関係を有する下請事業者との取引を停止し、又は大

幅に取引を減少しようとする場合には、下請事業者の経営に著しい影響を与えな

いよう配慮し、相当の猶予期間をもって予告するものとする。

第３ 下請事業者の施設又は設備の導入、技術の向上及び事業の共同化に関

する事項

１）施設又は設備の導入

（１）下請事業者は、生産性の向上及び製品の品質等の向上、従業者の労働時間短

縮、高齢者等の有効活用等を図るため、その行う物品の製造等の技術的特性、

数量等の実態に即して、高性能設備、専用設備、省力化設備、省エネルギー設

備、作業軽減のための設備等の導入に努めるとともに、設備間及び行程間の有

機的な関連の確保という観点から、設備の配置及び種類について検討を行い、

その改善に努めるものとする。

（２）親事業者は、下請事業者の要請に応じ、下請事業者の施設又は設備の導入に

際し、発注品目、発注量等の変更、設備の選定、配置、その効率的利用方法等

に関する指導を実施する等の協力を行うものとする。

２）技術の向上

（１）下請事業者は、研究開発体制の整備、拡充により、従来の製品等の改良、新

しい製品等の開発、新材料の開発利用等に努めるとともに、これらに必要な設

計技術の向上を図るものとする。

（２）下請事業者は、製品等の不良発生原因の追及、合理的工程の検討、作業標準

の設定、内部検査基準の設定、検査設備及び検査体制の拡充等により、品質管

理技術等の向上に努めるものとする。

（３）下請事業者は、従業員の研修及び職業訓練の実施等により、現場作業技術の

向上に努めるものとする。

（４）下請事業者は、その行う製造の特性等に応じ、専門化技術及び量産化技術又

は多品種少量生産技術等の高度な技術の取得に努めるものとする。

（５）下請事業者は、省エネルギー技術、公害防止技術及び安全衛生技術等の取得

に努めるものとする。

（６）親事業者は、下請事業者の要請に応じ、下請事業者の技術の向上について、

技術指導員の派遣、講習会の開催、下請事業者の従業員の研修の受入れを実施

する等の協力を行うものとする。

（７）親事業者は、下請事業者の要請に応じ、下請事業者の技術開発に協力すると

ともに、可能な範囲内において、自己の所有する知的財産を提供するものとす
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る。

また、親事業者は、自らの技術指導や研究者派遣等の協力により、下請事業

者が開発した技術の実施及びその成果の帰属につき下請事業者の適正な利益に

十分配慮するものとする。

この考えを踏まえ、親事業者、下請事業者の双方が寄与した技術・ノウハウ

等の帰属については、両者の知的貢献度を十分踏まえた上で、契約書において

明確化するよう努めるとともに、取引において相手方の技術・ノウハウ等を知

り得る場合は、機密保持契約を締結し、また、対価の考え方を正当に定め明確

化するよう努めるものとする。

３）経営管理等の改善

（１）下請事業者は、長期経営方針、利益計画、資金計画、設備計画、生産計画等

の経営計画の作成、価値分析の実施、計数管理方式の導入等その経営の実態に

即した効果的な経営管理手法の採用により、経営管理の改善に努めるものとす

る。また、労働力需給の中長期的動向を踏まえ、労働力の確保を図るために必

要な労働時間の短縮、職場環境の改善等人事・労務管理の改善に努めるものと

する。

（２）親事業者は、下請事業者の要請に応じ、下請事業者の経営管理及び人事・労

務管理の改善について、講習会、研究会を開催する等の協力を行うものとす

る。

４）事業の共同化

（１）下請事業者は、その業種、業態等の実態に応じて、量産化、専門化、付加価

値の増大、施設又は設備の導入、研究開発の効率化、販売力の強化、原材料等

の購買の合理化、情報収集の効率化、人材・労働力確保の円滑化、福利厚生施

設の整備、海外進出の円滑化等を効果的に推進するため、他事業者との共同化

を積極的に実施するものとする。

（２）親事業者は、下請事業者の要請ぬ応じて、発注品目、発注量等の変更、発注

方法の整備、技術指導、経営指導を実施する等、下請事業者の共同化を進めや

すくするよう適切な措置を講ずるものとする。

５）情報化への積極的対応

（１）下請事業者は、管理能力の向上、受注から給付の提供に至るまでの事務量軽

減、事務の迅速化等を効率的に推進するため、情報関連機器の積極的導入に努

めるとともに、電子受発注等に対しても、その効果等を十分検討の上基本的に

はこれに積極的に対応していくことが必要である。

（２）親事業者は、下請事業者が情報化の進展に円滑に対応することができるよ

う、下請事業者の要請に応じ、管理能力の向上についての指導、標準的なコン

ピュータ又はソフトウェアの提供、データベースの提供、オペレータの研修、

コンピュータ、ソフトウェア等に係る費用負担軽減のための援助等の協力を行

うものとする。
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（３）親事業者は、下請事業者に対して電子受発注等を行う場合には次の事項に配

慮するものとする。

① 電子受発注等を行うこととするかどうかの決定にあたっては、下請事業者

の自主的判断を十分尊重することとし、これに応じないことを理由として、

不当に取引の条件又は実施について不利な取扱いをしないこと。

② 下請事業者に対し、正当な理由なく、自己の指定するコンピュータその他

の機器又はソフトウェア等の購入又は使用を求めないこと。

③ 下請事業者に対する電子受発注等に係る指導等の際、併せてその経営、財

務等の情報を把握すること等により、その経営の自主性を侵さないこと。

④ 自己が負担すべき費用を下請事業者に負担させないこと。

⑤ 下請事業者が電子受発注等に円滑に対応することができるよう、長期発注

計画の提示、発注の安定化及び納期の適正化には特に留意すること。

⑥ 下請事業者が不測の不利益を被ることがないよう、両事業者間の費用分

担、取引条件等について、事前に基本契約書又はこれに準ずる文書により明

確に定めておくこと。

⑦ その他政府により定められている電子受発注等についての指針を遵守する

こと。

第４ 対価の決定の方法、納品の検査の方法その他取引条件の改善に関する

事項

１）対価の決定の方法の改善

（１）取引対価は、取引数量、納期の長短、納入頻度の多寡、代金の支払方法、品

質、材料費、労務費、運送費、在庫保有費等諸経費、市価の動向等の要素を考

慮した、合理的な算定方式に基づき、下請中小企業の適正な利益を含み、労働

時間短縮等労働条件の改善が可能となるよう、下請事業者及び親事業者が協議

して決定するものとする。

その際、取引の対象となる物品等に係る特許権、著作権等知的財産権の帰属

及び二次利用に対する対価並びに当該物品等の製造等を行う過程で生じた財産

的価値を有する物品等や技術に係る知的財産権の帰属及び二次利用に対する対

価についても十分考慮するものとする。

（２）前号の協議は、下請事業者が作成する見積書に基づき継続的な発注に係る物

品等については少なくとも定期的に、その他の物品等については発注の都度行

うものとする。

また、材料費の大幅な変更等経済情勢の変化や発注内容の変化に応じ、対価

について随時再協議を行うものとする。

さらにこれらの協議の記録については両事業者において保存するものとする。
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２）納品の検査の方法の改善

（１）親事業者が下請事業者に対し発注をしようとする場合には、下請事業者及び

親事業者は、納品（役務の提供を含む給付の提供をいう。以下同じ。）の検査

の実施方法、実施時期、当該発注に係る物品等の適正な検査基準、検査の結果

不合格となった物品等の取扱い及び納品の過不足の場合の処理の方法を、あら

かじめ、協議して定めるものとする。

（２）親事業者は、納品の検査は、前号の規定により定めた検査の実施方法及び検

査基準に基づき、当該納入後、速やかに、これを行うものとする。

３）支給材の支給及び設備等の貸与の方法の改善

（１）親事業者が下請事業者に対し支給材を支給しようとする場合又は設備等を貸

与しようとする場合には、下請事業者及び親事業者は、支給材又は設備等の保

管の方法及び瑕疵ある場合の取扱い、支給材の所要量の算定方法及び残材の処

理の方法、支給又は貸与の時期並びに対価の決定方法その他支給又は貸与につ

いて必要な規定を、あらかじめ、協議して定めるものとする。

（２）親事業者は、下請事業者に対する支給材の支給又は設備等の貸与は、前号に

より定めた規定に基づき、これを行うものとする。

４）下請代金の支払方法の改善

（１）親事業者は、下請代金の支払は、発注に係る物品等の受領後、できる限り速

やかに、これを行うものとする。また、下請代金はできる限り現金で支払うも

のとし、少なくとも賃金に相当する金額については、全額を現金で支払うもの

とする。

（２）親事業者は。下請代金を手形で支払う場合には、手形期間の短期化に努める

ものとし、親事業者が政府により標準手形期間が定められている業種に属する

ものであるときは、少なくとも当該手形期間を超えないものとする。

（３）親事業者は、下請代金の支払方法として一括決済方式（親事業者、下請事業

者及び金融期間の間の約定に基づき、下請事業者が下請代金の全部又は一部に

相当する下請代金債権を担保とし又は譲渡して金融機関から当該下請代金の額

に相当する金銭の貸付け又は支払を受けることができることとし、親事業者が

当該下請代金債権の額に相当する金銭を当該金融機関に支払うこととする方式

をいう。以下同じ。）を用いる場合には、次の事項に配慮するものとする。

① 一括決済方式への加入及び脱退は下請事業者の自主的判断を十分尊重する

こと。

② 一括決済方式に加入した下請事業者に対し、支払条件を従来に比して実質

的に不利となるよう変更しないこと及び一括決済方式に変更することによっ

て生じる費用を負担させないこと。また、加入しない下請事業者に対し、こ

れを理由として不当に取引の条件又は実施について不利な取扱いをしないこ

と。

③ その他政府により定められている一括決済方式についての指針を遵守する
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こと。

第５ 下請事業者の連携の推進に関する事項

（１）下請事業者は、施設又は設備の導入、技術の向上、経営の合理化、事業の共

同化等をグループとして効率的に推進するため、及び親事業者と下請事業者と

の円滑な関係を確立するため、事業協同組合による組織化等の連携を積極的に

進めるものとする。

（２）下請事業協同組合等下請事業者の連携による団体（以下「下請団体」とい

う。）は、自主的かつ積極的に活動するものとする。

（３）下請団体は、下請事業者の連携をより効果的なものとするため、他の下請団

体との連携を図るものとする。このため、下請団体相互の連合組織の拡大強化

に努めるものとする。

（４）親事業者は、下請事業者の連携に協力し、その育成に努めるものとする。

また、親事業者は、下請団体の自主的な運営を阻害してはならないものとす

る。

（５）親事業者と下請団体は、発注分野の明確化、発注方法の改善、取引条件の改

善その他の適正な取引慣行の樹立その他親事業者と下請事業者との間の円滑な

関係の推進を図るため、定期的な協議を行うよう努めるとともに、必要に応

じ、随時、協議を行うものとする。

第６ その他下請中小企業の振興のため必要な事項

１）一般的留意事項

（１）下請事業者の自主性の尊重

親事業者は、下請事業者との取引、下請事業者に対する指導等に際し、下請

事業者の自主性を尊重するよう留意するものとする。特に、下請事業者の取引

先の開拓、変更等について不当に干渉してはならないものとする。

（２）下請関係円滑化のための親事業者の体制の整備

親事業者は、下請事業者との取引、下請事業者に関する指導その他下請事業

者との関係全般について、下請事業者が容易に親事業者との連絡協議を図るこ

とができ、その連絡協議に対し、親事業者としての責任ある処理をなし得るよ

う、親事業者内の体制の整備に努めるものとする。

また、親事業者は、その外注担当者が、下請取引を行う上で必要な関係法令

等に対する理解を深めるよう努めるものとする。

（３）基本契約の締結

下請事業者及び親事業者は、継続的取引に関しては、その取引に関する基本

的な事項を定めた契約を締結し、当該契約に基づき、取引を行うものとする。
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（４）国等の他の施策との関連

① 下請事業者及び親事業者は、試験研究機関等による技術指導、技術情報の

提供等国又は地方公共団体による施策を積極的に活用するものとする。

② 下請事業者は、その属する業種について、中小企業経営革新支援法による

業種別の経営基盤強化計画等が定められている場合には、当該計画の定める

事項を達成するよう努めるものとし、親事業者は、これに協力するものとす

る。

③ 親事業者は、下請企業振興協会による下請取引のあっせんに対する協力等

を通じ、下請事業者の仕事量の確保に努めるものとする。

④ 複数の取引先を有する下請中小企業にとって、取引先の休日の不一致は、

休日取得の妨げとなることから、下請中小企業の労働時間短縮を推進するた

め、親事業者は休日カレンダーの作成等により、業種や地域の特性を踏まえ

つつ、その事業所間、あるいは親企業相互の休日の調整を進めていくものと

する。

⑤ 下請事業者及び親事業者は、本基準の遵守その他事業の運営にあたり、省

エネルギー対策、公害の防止、リサイクル、地球温暖化防止等の環境保全対

策及び労働基準・安全衛生の確保その他国の施策との関連に十分に配慮する

ものとする。

（５）本基準遵守のための下請事業者との協力関係等

① 下請事業者、下請団体、親事業者及び親事業者を主たる構成員とする団体

（以下「親事業者団体」という。）は、互いに意思の十分な疎通を図りつつ、

本基準の円滑な実施に努めるものとする。

② 下請事業者、下請団体、親事業者及び親事業者団体は、それぞれ、本基準

の実施に関して、都道府県、角省庁の地方支分部局及び各省庁並びに下請企

業振興協会の指導、助言等を積極的に活用するとともに、これれの機関から

の指導、助言に十分に協力するものとする。

（６）売掛債権の譲渡承諾

親事業者は、下請事業者が売掛債権を担保等として資金を調達できるよう、

売掛債権の譲渡の承諾に適切に努めるものとする。

（７）知的財産の取扱いについて

① 下請事業者は、自己の所有する知的財産について、特許権、著作権等権利

の取得、機密保持契約による営業秘密化等により、管理保護に努めるものと

する。

② 下請事業者及び親事業者は、特許権、著作権など知的財産権や、営業秘密

等知的財産の取扱いに関して、契約書の締結及び契約内容の明確化に努める

ものとする。

③ 親事業者は、契約上知り得た下請事業者の特許権、著作権等知的財産権や

営業秘密等の知的財産の取扱いに関して、下請事業者に損失を与えることの
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ないよう、十分な配慮を行うものとする。

２）最近の経済環境の変化に伴う留意点

（１）国際化の進展に伴う留意点

① 下請事業者は次の事項に留意するものとする。

イ．下請事業者は、親事業者の海外進出の進展等の動きを踏まえ、その技術

力、経営基盤等の強化に努め、自ら取引の可能性の幅を拡大するよう努め

ること。

ロ．下請事業者は、自ら海外進出を行う場合には、十分な事前準備を行うほ

か、共同化を図るなどにより、その円滑な実施に努めること。

② 親事業者は次の事項に配慮するものとする。

イ．親事業者は、海外進出等に際しては、その計画について下請事業者に必

要な情報を逐次提供しつつ、製品等の多角化、新規親事業者の開拓等下請

事業者が対応を図ることに対し、下請事業者の要請に応じ積極的支援を行

うこと。

ロ．下請事業者に対し、海外進出を要請する場合には、下請事業者の自主的

判断を十分尊重するとともに、親事業者としての立場を利用して海外進出

を強制し又は要請に応じないことを理由として不当に取引の条件又は実施

について不利な取扱いをしないこと。

ハ．下請事業者が親事業者とともに海外進出を行う場合には、親事業者は下

請事業者に対し現地の労働面、市場面その他の面の事情について、十分な

情報提供、指導その他必要な協力を行うこと。

（２）親事業者の事業再編の進展に伴う留意点

① 下請事業者は親事業者の事業所の集約化等に伴う移転、閉鎖、内製化等

（以下「向上移転等」という。）の事業再編の動きを踏まえ、その技術力、

経営基盤等の強化に努め、自らの取引の可能性の幅を拡大するよう努めるも

のとする。

② 親事業者は、工場移転等に際してはその計画について下請事業者に必要な

情報を逐次提供しつつ、製品等の多角化、新規親事業者の開拓等下請事業者

が対応を図ることに対し、下請事業者の要請に応じ積極的に支援を行うもの

とする。

（３）経済情勢の急激な変化に伴う下請事業者への配慮

短期間における経済情勢の急激な変化により、親事業者が影響を受ける場合

には、その影響は極力親事業者地震が吸収するとともに、下請事業者に不当に

転嫁しないよう努めるものとする。

附 則

１．この基準は、平成15年11月１日から適用する。

２．平成３年２月８日付け企庁第108号は廃止する。
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協
会
本
部
の
各
委
員
会
の
活
動
内
容
を
議
事
録
に
基
づ
き
、
議
題
を
中
心
に
簡
略

的
に
ま
と
め
た
も
の
で
す
。
年
間
１
回
（
６
月
発
行
）
掲
載
い
た
し
ま
す
。

第
89
回
理
事
会
（
常
任
理
事
会
と
合
同
）

日

時

平
成
21
年
10
月
28
日
（
水
）

14
‥
30
〜
16
‥
00

場

所

ホ
テ
ル
グ
ラ
ン
ド
ヒ
ル
市
ヶ
谷

３
階

瑠
璃
西
の
間

議

事

【
決
議
事
項
】

１
、
平
成
22
年
度
暫
定
予
算
執
行
に
つ
い
て

「
暫
定
予
算
と
し
て
、
平
成
22
年
度
予
算
の
成
立
日
ま
で
（
４
月
・
５
月

の
２
か
月
分
）
平
成
21
年
度
の
事
業
予
算
に
よ
り
収
支
を
行
う
」
こ
と
に

つ
い
て
理
事
会
の
承
認
が
必
要
で
あ
る
こ
と
が
説
明
さ
れ
、
了
承
さ
れ

た
。

２
、
事
務
局
長
人
事
に
つ
い
て

事
務
局
長
の
人
事
に
つ
い
て
は
、
定
款
に
理
事
会
の
同
意
を
得
て
会
長
が

指
名
す
る
と
あ
る
こ
と
か
ら
、
平
成
21
年
10
月
１
日
付
け
で
採
用
し
た
こ

と
が
説
明
さ
れ
了
承
さ
れ
た
。

【
報
告
事
項
】

３
、
委
員
会
報
告

⑴
運
営
委
員
会

荒
井
会
長

・
平
成
21
年
度
上
期
入
退
会
者
に
つ
い
て

正
会
員
入
会
９
社
・
退
会
13
社
が
報
告
さ
れ
た
。

・
管
理
者
教
育
講
習
会
・
特
別
教
育
（
安
全
衛
生
教
育
）
実
施
状
況
に
つ

い
て

・
平
成
22
年
度
年
間
事
業
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
（
案
）
に
つ
い
て

⑵
流
通
委
員
会

末
田
副
会
長

・
流
通
問
題
に
つ
い
て

・
全
建
リ
ー
ス
総
合
賠
償
制
度
加
入
状
況
に
つ
い
て

⑶
可
発
専
門
委
員
会

風
間
常
任
理
事

・
平
成
21
年
度
講
習
会
・
試
験
結
果
に
つ
い
て

・
平
成
22
年
度
講
習
会
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
つ
い
て

４
、
そ
の
他

・
平
成
21
年
度
「
特
定
サ
ー
ビ
ス
産
業
実
態
調
査
」
の
実
施
に
伴
う
協
力

依
頼
に
つ
い
て

・
適
正
燃
料
の
調
査
結
果
に
つ
い
て

第
90
回
理
事
会
（
常
任
理
事
会
と
合
同
）

日

時

平
成
22
年
５
月
26
日
（
水
）

14
‥
00
〜
15
‥
00

場

所

ホ
テ
ル
グ
ラ
ン
ド
ヒ
ル
市
ヶ
谷

３
階

瑠
璃
西
の
間

議

事

【
決
議
事
項
】

平
成
20
・
21
年
度
総
会
等
・
委
員
会
活
動
報
告

平
成
20
年
５
月
30
日
〜
平
成
21
年
５
月
26
日
）

報 告



１
、
第
37
回
定
期
総
会
議
案
書
に
つ
い
て

⑴
第
１
号
議
案

平
成
21
年
度
事
業
報
告
承
認
の
件

平
成
21
年
度
事
業
に
つ
い
て
、
議
案
書
を
基
に
説
明
が
行
わ
れ
、
検
討

の
結
果
原
案
通
り
総
会
に
上
程
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

⑵
第
２
号
議
案

平
成
21
年
度
収
支
決
算
書
承
認
の
件

会
計
監
査
報
告

⑶
第
３
号
議
案

任
期
満
了
に
伴
う
役
員
選
任
の
件

⑷
第
４
号
議
案

平
成
22
年
度
事
業
計
画
（
案
）
に
関
す
る
件

⑸
第
５
号
議
案

平
成
22
年
度
収
支
予
算
（
案
）
に
関
す
る
件

２
、
従
た
る
事
務
所
登
記
に
関
す
る
件

３
、
平
成
22
年
度
予
算
（
各
支
部
）
執
行
に
基
づ
く
月
次
報
告
等
に

関
す
る
件

【
報
告
事
項
】

４
、
平
成
21
年
度
入
退
会
者
に
つ
い
て

正
会
員
入
会
16
社
・
退
会
８
社
が
報
告
さ
れ
た
。

５
、
平
成
22
年
度
年
間
事
業
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
つ
い
て

６
、
委
員
会
報
告

⑴
運
営
委
員
会

⑵
流
通
委
員
会

⑶
可
発
専
門
委
員
会

７
、
全
建
リ
ー
ス
総
合
賠
償
制
度
加
入
状
況
及
び
㈲
ゼ
ン
ケ
ン
決
算
（
案
）

に
つ
い
て

８
、
そ
の
他

第
37
回
定
期
総
会

日

時

平
成
22
年
５
月
26
日
（
火
）

15
‥
00
〜
16
‥
00

場

所

ホ
テ
ル
グ
ラ
ン
ド
ヒ
ル
市
ヶ
谷

３
階

瑠
璃
中
の
間

議

事

第
１
号
議
案

平
成
21
年
度
事
業
報
告
承
認
の
件

第
２
号
議
案

平
成
21
年
度
収
支
決
算
書
承
認
の
件

会
計
監
査
報
告

第
３
号
議
案

任
期
満
了
に
伴
う
役
員
選
任
の
件

第
４
号
議
案

平
成
22
年
度
事
業
計
画
（
案
）
に
関
す
る
件

第
５
号
議
案

平
成
22
年
度
収
支
予
算
（
案
）
に
関
す
る
件

第
１
号
議
案
か
ら
第
５
号
議
案
に
つ
い
て
審
議
が
行
わ
れ
、
承
認
可
決
さ

れ
た
。

会
長
・
副
会
長
と
大
手
広
域
レ
ン
タ
ル
業
者
と
の
懇
談
会

日

時

平
成
21
年
６
月
11
日
（
木
）

12
‥
00
〜
16
‥
30

場

所

山
の
上
ホ
テ
ル

本
館
２
階

つ
ば
き
の
間

議

題

１
、
レ
ン
タ
ル
業
界
の
現
況
と
今
後
の
動
向
に
つ
い
て

報 告



運
営
委
員
会

日

時

平
成
21
年
10
月
28
日
（
水
）

13
‥
45
〜
14
‥
30

場

所

ホ
テ
ル
グ
ラ
ン
ド
ヒ
ル
市
ヶ
谷

３
階

翡
翠
の
間

議

題

１
、
第
89
回
理
事
会
進
行
に
つ
い
て

議
事
次
第
に
従
っ
て
進
行
す
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
。

な
お
、
厚
生
年
金
基
金
の
状
況
報
告
に
つ
い
て
次
年
度
よ
り
復
活
さ

せ
、
事
務
局
の
組
織
改
造
も
含
め
様
々
な
取
組
み
を
行
っ
て
い
る
こ
と

が
報
告
さ
れ
た
。

２
、
流
通
問
題
に
つ
い
て

３
、
事
務
局
長
人
事
に
つ
い
て

事
務
局
長
の
人
事
に
つ
い
て
は
、
定
款
に
理
事
会
の
同
意
を
得
て
会
長

が
指
名
す
る
と
あ
る
こ
と
か
ら
、
平
成
21
年
10
月
１
日
付
け
で
採
用
し

た
こ
と
が
説
明
さ
れ
、
第
89
回
理
事
会
に
上
程
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ

た
。

会
長
・
副
会
長
会
議

日

時

平
成
21
年
11
月
19
日
（
木
）

15
‥
00
〜
17
‥
30

場

所

ホ
テ
ル
グ
ラ
ン
ヴ
ィ
ア
広
島

議

題

１
、
平
成
22
〜
23
年
度
役
員
等
に
つ
い
て

２
、
一
般
社
団
法
人
へ
の
移
行
認
可
申
請
に
つ
い
て

３
、
右
記
に
伴
う
支
部
に
対
す
る
説
明
会
及
び
支
部
の
登
記
に
つ
い
て

運
営
委
員
会
・
流
通
専
門
委
員
会
合
同
会
議

日

時

平
成
21
年
11
月
26
日
（
木
）

13
‥
00
〜
17
‥
00

場

所

山
の
上
ホ
テ
ル

別
館
２
階

海
の
間

議

題

１
、
流
通
諸
問
題
に
つ
い
て

２
、
管
理
者
教
育
講
習
会
講
師
に
つ
い
て

会
長
・
副
会
長
会
議

日

時

平
成
22
年
２
月
24
日
（
水
）

16
‥
00
〜
17
‥
00

場

所

ホ
テ
ル
グ
ラ
ン
ド
ヒ
ル
市
ヶ
谷

地
下
１
階

萩
の
間

議

題

１
、
次
期
新
組
織
体
制
案
に
つ
い
て

報 告



議

題

１
、
平
成
21
年
度

講
習
会
・
試
験

実
施
結
果
に
つ
い
て

受
講
・
受
験
申
込
者
数
は
344
名
で
あ
り
、
出
席
者
数
334
名
、
欠
席
者
数

は
10
名
で
あ
っ
た
。
内
訳
は
正
会
員
326
名
、
非
会
員
18
名
で
あ
っ
た
。

２
、
平
成
21
年
度

認
定
試
験
結
果
に
つ
い
て

本
年
度
試
験
結
果
は
、
受
験
者
数
334
名
、
合
格
者
数
310
名
、
不
合
格
者

数
24
名
、
合
格
率
92
・
８
％
と
な
っ
た
。

３
、
不
合
格
者
の
取
扱
い
に
つ
い
て

例
年
、
不
合
格
者
に
は
「
不
合
格
で
あ
る
」
と
い
う
通
知
書
を
送
付
す

る
の
み
で
あ
っ
た
が
、
次
年
度
受
験
す
る
た
め
に
も
、
ど
の
科
目
の
点

数
が
不
足
か
、
そ
れ
と
も
総
合
点
が
不
足
し
て
い
た
か
、
明
記
す
る
こ

と
と
な
っ
た
。

な
お
、
次
年
度
受
験
は
科
目
免
除
は
し
な
い
。

４
、
平
成
21
年
度

更
新
講
習
実
施
結
果
に
つ
い
て

更
新
講
習
は
対
象
者
1396
名
に
対
し
申
込
者
数
1007
名
、
出
席
者
数
977
名
、

欠
席
者
数
30
名
で
あ
っ
た
。

５
、
平
成
22
年
度

講
習
会
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
つ
い
て

平
成
22
年
度
更
新
講
習
は
、
対
象
者
数
は
合
計
で
683
名
で
あ
り
、
内
８

割
を
受
講
見
込
み
と
し
て
い
る
。

例
年
10
会
場
で
あ
る
が
、
東
京
地
区
は
多
人
数
の
た
め
２
回
開
催
と

し
、
延
べ
11
会
場
と
な
っ
た
。
な
お
、
中
国
地
区
に
お
い
て
は
広
島
会

場
と
岡
山
会
場
の
交
互
開
催
と
す
る
。

６
、
定
期
点
検
済
証
票
の
普
及
ポ
ス
タ
ー
作
成
に
つ
い
て

７
、
事
務
処
理
費
に
つ
い
て

流
通
委
員
会
と
大
手
広
域
レ
ン
タ
ル
業
者
、
地
場
大
手
レ

ン
タ
ル
業
者
、
並
び
に
大
型
建
機
メ
ー
カ
ー
、
汎
用
機
メ
ー

カ
ー
と
の
懇
談
会

日

時

平
成
21
年
９
月
９
日
（
水
）

13
‥
00
〜
16
‥
30

場

所

ホ
テ
ル
グ
ラ
ン
ド
ヒ
ル
市
ヶ
谷

３
階

瑠
璃
西
の
間

テ
ー
マ

１
、
地
域
に
お
け
る
公
共
工
事
の
関
係
と
民
需
の
動
向
に
つ
い
て

２
、
メ
ー
カ
ー
か
ら
の
要
望
に
つ
い
て

流
通
専
門
委
員
会

日

時

平
成
22
年
３
月
12
日
（
金
）

13
‥
30
〜
16
‥
30

場

所

山
の
上
ホ
テ
ル

本
館
２
階

つ
ば
き
の
間

議

題

１
、
業
界
の
諸
問
題
に
つ
い
て
の
現
状
と
具
体
的
な
活
動
方
策
に
つ
い
て

可
発
専
門
委
員
会

日

時

平
成
21
年
８
月
６
日
（
木
）

13
‥
30
〜
16
‥
00

場

所

山
の
上
ホ
テ
ル

本
館
２
階

つ
ば
き
の
間

報 告



可
発
専
門
委
員
会

日

時

平
成
21
年
２
月
４
日
（
木
）

13
‥
30
〜
15
‥
00

場

所

山
の
上
ホ
テ
ル

本
館
２
階

つ
ば
き
の
間

議

題

１
、
平
成
22
年
度

新
規
講
習
会
案
内
、
更
新
講
習
会
案
内
に
つ
い
て

２
、
平
成
21
年
度

更
新
講
習
受
講
者
数
に
つ
い
て

３
、
定
期
点
検
済
証
票
・
定
期
点
検
記
録
表
の
頒
布
状
況
に
つ
い
て

４
、
平
成
21
年
度
決
算

案
）に
つ
い
て

５
、
平
成
22
年
度
予
算

案
）に
つ
い
て

可
発
技
術
専
門
部
会
と
講
師
と
の
合
同
会
議

日

時

平
成
22
年
２
月
18
日
（
木
）

12
‥
00
〜
15
‥
30

場

所

山
の
上
ホ
テ
ル

本
館
２
階

つ
ば
き
の
間

議

題

１
、
平
成
22
年
度

可
搬
形
発
電
機
整
備
技
術
者
認
定
試
験
問
題
に
つ
い
て

２
、
平
成
22
年
度

講
習
テ
キ
ス
ト
に
つ
い
て

可
発
専
門
委
員
会
と
講
師
と
の
合
同
会
議

日

時

平
成
21
年
10
月
14
日
（
水
）

15
‥
30
〜
17
‥
00

場

所

山
の
上
ホ
テ
ル

本
館
２
階

つ
ば
き
の
間

議

題

１
、
平
成
21
年
度

講
習
会
・
試
験
結
果
、
更
新
講
習
会
に
つ
い
て

２
、
平
成
22
年
度

講
習
会
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
つ
い
て

６
月
22
日
㈫
〜
６
月
23
日
㈬

６
月
24
日
㈭

仙

台

６
月
16
日
㈬
〜
６
月
17
日
㈭

６
月
18
日
㈮

大

阪

６
月
15
日
㈫
〜
６
月
16
日
㈬

６
月
14
日
㈪

広

島

６
月
９
日
㈬
〜
６
月
10
日
㈭

６
月
11
日
㈮

福

岡

６
月
８
日
㈫
〜
６
月
９
日
㈬

６
月
７
日
㈪

名
古
屋

６
月
４
日
㈮

沖

縄

６
月
28
日
㈪
〜
６
月
29
日
㈫

７
月
９
日
㈮

東

京

６
月
25
日
㈮

新
規
講
習

更
新
講
習

講
習
地

札

幌

７
月
15
日
㈭

７
月
13
日
㈫
〜
７
月
14
日
㈬

高

松

７
月
２
日
㈮

石

川

７
月
２
日
㈮

３
、
平
成
22
年
度

講
習
会
テ
キ
ス
ト
作
成
（
新
規
・
更
新
）
に
つ
い
て

４
、
平
成
22
年
度

試
験
問
題
作
成
等
打
合
せ
日
程
に
つ
い
て

報 告



第 ① 条 （総則）

賃借人を甲、賃貸人を乙（甲の連帯保証人を

丙）として、建設機械など（以下「物件」とい

う）のレンタルに関し、次の通りレンタル基本

契約を締結する（以下「本契約」という）。

なお、本契約を証するため、契約書を２通作

成し、甲乙記名捺印のうえ、各自その一通を保

有する。

（※連帯保証人をつける場合は、三通作成し、

丙もその一通を保有する。）

第 ② 条 （本契約の個別契約への適用）

本契約は、別途当事者間に特約のない限り、

本契約期間中、甲乙間に締結される一切の個別

契約に適用される。

第 ③ 条 （個別レンタルの申込み）

本契約に基づき、甲は乙と物件の種類・規

格・数量・使用目的・使用場所・引渡し予定

日・引渡し返還場所・レンタル期間・料金・支

払条件・輸送方法・修繕費・その他の条件につ

いて取り決めのうえ、レンタル契約を申し込む。

第 ④ 条 （個別契約の成立）

個々のレンタル契約は、甲が前第３条にした

がって申込み(口頭による場合を含む)、乙の責

任者またはその代理人がそれを承諾することに

よって成立する（以下「個別契約」という)。

ただし、甲の工事現場責任者またはその代理

人による申込みによっても成立する。

第 ⑤ 条 （レンタル期間）

① レンタル期間は、原則として物件を乙の指

定場所から出荷した日より、乙の指定場所へ

返還した日迄とする。

② 甲が、個別契約に定めるレンタル期間の短

縮、または延長を申し出て、乙がそれを認め

たときは、この期間およびレンタル料金につ

いて別途協議する。

第 ⑥ 条 （保証金）

甲は個別契約成立と同時に、乙の要求があれ

ば、その申し出る額の保証金を、現金またはそ

れに代わるもので乙に支払う。

この保証金は個別契約諸条項の遵守・履行の

担保とし、当該個別契約終了時に清算する。

ただし、この保証金に利息はつけない。

第 ⑦ 条 （物件の引渡し）

① 乙の物件引渡しは、原則として乙の指定場

所で、甲の指定する工事現場責任者・代理

人、あるいは運送受託人に対して行う。

② 甲は、物件の引渡しを受けると同時に、借

受証、あるいは受領証を乙に交付する。

③ 組立・据付・あるいは解体作業をともなう

物件の引渡しについては、その都度個別契約

においてレンタル期間の開始日および返還条

件などを定める。

④ 物件の搬出人・運送・積み下ろしなどにと

もなう事故は、甲、または甲の手配による場

合は甲の責任とし、乙、または乙の手配によ

る場合は乙の責任とする。

第 ⑧ 条 （物件の検収）

甲は、物件受領後、ただちに乙の発行する出

荷案内状、あるいは納品書ならびに法令に定め

られた諸資料記載の内容に基づき物件の規格・

仕様・性能・機能・数量などについて検収を

し、物件に瑕疵がないことを確認する。

もし、物件の不適合・不完全・不足、その他

瑕疵などを発見した場合には、ただちに乙に連

絡する。

乙が、甲の連絡を受けたときは、その責任に

おいてすみやかに物件を修理するか、または代

替の物件を引渡す。

第 ⑨ 条 （物件の保守管理）

① 甲は、善良なる管理者の注意をもって物件

建設機械等レンタル(賃貸借)基本契約書 印 紙



を保管し、関連法令を守り、物件の本来の用

法・能力に従って使用し、常時正常の状態に

維持管理する。

その為の費用は特約のない限り、甲が負担

する。

② 月例自主点検などを必要とする物件につい

ては、別途特約のない限り、甲の責任と負担

でこれを行う。

③ 甲の責に帰することができない理由により

物件の故障・破損などが発生した場合は、乙

の責任と負担でこれを修理するか、または代

替の物件を引渡す。

④ 甲がレンタル期間中における物件の保守管

理を希望する場合は、別途保守管理契約を締

結する。

第 条 （物件の検査）

乙は、物件の使用場所において、その使用な

らびに保管の状況を検査することができる。

第 条 （物件についての損害補償）

① 物件が、天災地変、その他甲乙いずれの責

にも帰する事ができない事由によって滅失、

あるいは毀損した場合の損害の負担について

は、甲乙が協議して定める。

② 物件が、甲の使用方法・取扱いの不備など

により損傷した場合は、修理費および修理期

間に相応したレンタル料金を補償金として甲

は乙に支払う。

③ 甲の過失により物件が盗難にあったり、滅

失した場合は、物件と同じ同等品を乙に返却

するか、または時価相当額を甲は乙に支払

う。

第 条 （損害賠償責任）

甲が乙の物件の保管・使用に起因して（ただ

し、乙の整備不良など乙の責に帰すべき事由に

起因する場合を除く）第三者に対し人的・物的

な損害が発生した場合は、甲の責任においてす

みやかに損害の程度に相当する額を当該第三者

に賠償金として支払う。

ただし、乙があらかじめ賠償責任保険を付し

ている事故について乙が保険金を受け取った場

合は、その保険受取金額を限度とし、乙は甲に

交付することができる。

第 条 （禁止事項）

甲が乙の書面による承諾を得なければ次の各

号に定める行為をすることはできない。

１.物件に、新たに装置・部品・付属品などを

付着させること、また既に付着しているもの

を取り外すこと。

２.物件の改造、あるいは性能・機能の変更を

すること。

３.物件を、本来の用途以外に使用すること。

４.物件を、当初に納入した場所より他へ移動

させること。

５.個別契約に基づく賃借権を、他に譲渡し、

または物件を第三者に転貸すること。

６.物件について、質権・抵当権・譲渡担保権・

その他一切の権利を設定すること。

７.物件に表示された所有者の表示や標識を、

乙の承諾なしに抹消したり、取り外すこと。

第 条 （通知義務）

甲、乙（又は丙）は次の各号のいずれかに該

当した場合には、その旨を相手方にすみやかに

連絡すると同時に、書面でも通知する。

１.甲は、物件について盗難・滅失あるいは毀

損などが生じたとき。

２.住所を移転したとき。

３.代表者を変更したとき。

４.事業の内容に重要な変更があったとき。

５.物件につき、他から強制執行、その他法律

的・事実的侵害があったとき。

第 条 （個別契約満了時の処理と物件の返還)

① 個別契約期間満了時、または期限前であっ

ても第16条により、乙から物件返還の請求が

あった時は、甲はただちに物件を個別契約で

定める場所へ返還する。乙は物件の返還を受

けると同時に甲に受領証を交付する。

② 返還に伴う輸送費、およびその物件の返還

に要する一切の費用は原則として甲の負担と

する。

③ 物件の返還は、甲乙双方立ち合いのうえ、

行うこととする。ただし、甲が立ち合うこと

ができない場合は、乙の検収をもって有効と

する。

④ 甲は物件を返還する時は、それが甲の使用



方法、取扱いの不備などにより毀損した場合

に限り（期間経過相応の損耗を除く）第11条

②項の定めに従い、甲の負担において物件を

原状に復して返還するか、またはその費用を

乙に支払う。

⑤ 甲は、事由の如何を問わず物件につき留置

権ならびに同時履行抗弁権を行使しない。

第 条 （契約の解除）

下記の場合、甲または乙は本契約および個別

契約を解除することができる。

① 甲または乙が、本契約または個別契約の条

項のいずれかに違反したとき。

② 甲が、レンタル料などの支払いを怠ったと

き。

③ 甲が、物件について必要な保守・管理を行

わなかったとき、あるいは法令その他で定め

られる使用方法に違反したとき。

④ 甲または乙が、営業上の休廃止・解散を

し、あるいは差押・仮差押・強制執行・手形

交換所の不渡処分・公租公課の滞納処分を受

け、または破産・和議・会社整理・会社更生

の申し立てをしたとき。

⑤ 乙の、レンタル物件が盗難にあった場合、

もしくは物件が滅失し、または毀損し使用不

能となった場合。

第 条 （契約解除時の処置）

前条の規定により、本契約および個別契約が

解除された場合には、乙はただちに物件を引取

るものとし、その引取に要する費用は責のある

当事者が負担するとともに、乙の引取りに対し

て甲は乙に協力しなければならない。

第 条 （中途解約）

① 個別契約期間中における中途解約は原則と

して認められない。

ただし、甲が特別の事由により、期間満了

前に申し出、乙がこれを認めた場合はこの限

りではない。

② 前項において、解約が認められた場合、甲

はただちに第15条の規定に基づく手続きを履

行する。

第 条 （解約損害金）

本契約および別契約が第16条および第18条に

より契約解除となり、物件返還がされた場合に

おいても、甲はあらかじめ特約した損害金を支

払う。ただし、特約のない場合は甲乙協議のう

え、損害金・賠償金を定める。

第 条 （秘密の保持）

乙はこの契約の履行にともない、工事につい

て知り得た情報・知識・工法・技術および甲の

営業上の秘密の一切を、この契約終了後といえ

ども他に漏らしてはならない。

また、乙の使用人などにこれらの秘密を漏ら

さないようにさせなければならない。

第 条 （連帯保証人）

連帯保証人は甲と連帯して、本契約および個

別契約上の義務の履行を保証する。

※乙が必要とする場合には連帯保証人をつけ

ることができる。

第 条 （契約期間）

基本契約の有効期間は平成 年 月 日

より ヶ年とする。

ただし、期間満了１ヶ年前までに、甲乙いず

れかより解約の意思表示がない限り、自動的に

１ヶ年間更新されたものとし、以後も同様とす

る。

第 条 （公正証書）

甲および丙が本契約および個別契約に定める

金銭債務の履行を怠ったときは、その財産につ

いてただちに強制執行を受けることを承諾する。

乙から要求あり次第、本契約および個別契約

について公正証書を作成するものとし、これに

要する費用は甲の負担とする。

※乙が必要とする場合には公正証書を作成す

ることができる。

第 条 （訴訟管轄）

本契約および個別契約にもとずく甲乙間の紛

争に関する管轄裁判所は、乙の本店所在地を管

轄する裁判所とする。

第 条 （特約）

第 条 （補則）

本契約に定めなき事項については、甲乙は誠

意をもって協議し処理する。



契 約 № 平成 年 月 日

賃 借 人（甲) 住所

氏名 ◯印

賃 貸 人（乙) 住所

氏名 ◯印

保 証 人（丙) 住所

氏名 ◯印

社団法人 日 本 建 設 機 械 化 協 会

社団法人 全国建設機械器具リース業協会



支部名称

平成22年６月現在

北海道支部

青 森 支 部

秋 田 支 部

岩 手 支 部

宮 城 支 部

山 形 支 部

福 島 支 部

新 潟 支 部

群 馬 支 部

栃 木 支 部

東 京 支 部

神奈川支部

長 野 支 部

静 岡 支 部

中 部 支 部

富 山 支 部

石 川 支 部

福 井 支 部

滋 賀 支 部

京 都 支 部

大 阪 支 部

和歌山支部

兵 庫 支 部

中 国 支 部

四 国 支 部

九 州 支 部

沖 縄 支 部

支部長名 事務局長 〒 所 在 地 TEL  FAX

伊 藤 豊 小野寺康夫 060-0034
北海道札幌市中央区北四条東2-8-3

第2まるよビル4F
011-221-1485 011-222-5612

気 田 福 俊 浅 野 修 司 034-0051
青森県十和田市伝法寺字大窪62-1

青森リース(株)内
0176-28-3111 0176-28-2837

三 浦 正 義 小 室 忠 男 010-0201
秋田県潟上市郡天王字棒沼台282

(株)秋田中央機工内
018-872-2402 018-872-2403

高 橋 悦 見 高 橋 良 男 028-3623
岩手県紫波郡矢巾町煙山第10地割27-1

(有)ダイユウ機販明広内
019-611-2234 019-611-2234

長 根 常 雄 小 原 透 984-0015
宮城県仙台市若林区卸町5-5-1

仙台団地倉庫協同組合会館2F
022-238-1751 022-238-1752

東海林寛次
東海林寛次
(兼任)

990-0864 山形県山形市陣場1-9-15 0236-84-9455 0236-84-2449

佐 藤 清 二 斎 藤 博 963-8862 福島県郡山市菜根4-11-32 024-933-7803 024-933-7813

酒 井 安 治 950-0941 新潟県新潟市中央区女池8-14-17 025-284-6605 025-284-5265

石 塚 幸 司 石 原 栄 志 371-0013 群馬県前橋市西片貝町4-5-15 027-243-2822 027-243-5595

北 條 光 一 伊 藤 義 昭 320-0043
栃木県宇都宮市桜1-1-3

プレジール桜2FC
028-636-0102 028-636-0103

鬼 丸 卓 哉 前 田 秀 雄 101-0038
東京都千代田区神田美倉町12-1

キヤビル5F
03-3255-0515 03-3255-0516

風 間 英 夫 植田美奈江 221-0052
神奈川県横浜市神奈川区栄町2-10

アール･ケープラザ横浜Ⅲ1103
045-440-1116 045-440-1117

原 茂 倉 田 五 郎 395-0004 長野県飯田市上郷黒田2731-1 0265-23-9605 0265-23-9616

田 島 潤 一
田 島 潤 一
(兼任)

422-8035
静岡県静岡市駿河区宮竹1-14-14

(株)レント内
054-238-8022 054-238-8033

榊 原 章 水 谷 勝 治 460-0008
愛知県名古屋市中区栄1-14-14

御園パレス3F302
052-203-1657 052-203-1658

高 野 泰 行 小 倉 秀 信 938-0004 富山県黒部市飯沢831-2 小倉方 0765-52-2688 0765-57-1265

安 田 正 之 大 山 勇 920-0018
石川県金沢市三口町水13-1

コーポミツクチ10号
076-238-7097 076-238-7597

河 﨑 晴 一 森 井 敏 彦 910-0854
福井県福井市御幸4-19-25

広田第2ビル2F
0776-24-7295 0776-24-7296

吉 川 喜 彦 樋上ちえみ 524-0013
滋賀県守山市下之郷3-14-25

第一観光ビル2F
077-581-0481 077-581-0481

石橋久仁夫 吉 田 栄 次 604-8831
京都府京都市中京区四条通中新道西入

髙石機械産業(株)内
075-802-0171 075-841-1595

北 野 一 雄 中谷穂利枝 556-0021
大阪府大阪市浪速区幸町2-3-14

ダイトービル505号
06-6561-7405 06-6561-7407

角 口 賀 敏 丸 田 美 枝 640-8303
和歌山県和歌山市鳴神588-1

VPビル1F
073-474-5789 073-474-1038

末 田 芳 晴 神 田 久 大 650-0025
兵庫県神戸市中央区相生町2-2-7

ツルビル2F
078-361-2481 078-361-2487

宇都宮昭憲 高 島 英 昭 733-0873
広島県広島市西区古江新町4-23

アルファ大田201号室
082-275-0532 082-275-0538

仲 田 優 晴 美 馬 博 770-0044
徳島県徳島市庄町3-16

喜多機械産業(株)内
090-7789-2823 088-631-9270

中 野 登 伊 藤 公 明 812-0013
福岡県福岡市博多区博多駅東2-9-1

東福第2ビル6F
092-482-6685 092-452-2563

佐久本嘉幸 富 村 英 生 901-2101 沖縄県浦添市西原1-11-2-201 098-876-6410 098-876-6410

協会支部名簿

協 会 だ よ り



№
67

発

行

日

平
成
二
十
二
年
六
月

発

行

者

社
団
法
人

全
国
建
設
機
械
器
具
リ
ー
ス
業
協
会

〒
一
〇
一－

〇
〇
三
八

東
京
都
千
代
田
区
神
田
美
倉
町
十
二－

一

キ
ヤ
ビ
ル
五
階

Ｔ
Ｅ
Ｌ

〇
三－

三
二
五
五－

〇
五
一
一

Ｆ
Ａ
Ｘ

〇
三－

三
二
五
五－

〇
五
一
三

発
行
責
任
者

事
務
局

制

作

編

集

株
式
会
社

ユ
ニ
・
ポ
ス
ト

〒
一
〇
一－

〇
〇
四
七

東
京
都
千
代
田
区
内
神
田
三－

四－

十
二

Ｔ
Ｅ
Ｌ

〇
三－

三
二
五
二－

〇
〇
一
三

会
員
各
位
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
日
頃
よ
り
協
会
活
動
に
ご
協
力
を
賜

り
厚
く
お
礼
を
申
し
上
げ
ま
す
。

平
成
二
十
二
年
度
第
三
十
七
回
定
期
総
会
（
五
月
二
十
六
日
開
催
日
）

が
滞
り
な
く
終
了
い
た
し
ま
し
た
。

本
年
度
は
、
任
期
満
了
に
伴
う
役
員
改
選
も
行
わ
れ
ま
し
た
の
で
、
会

長
・
副
会
長
の
就
任
挨
拶
等
を
「
か
い
ほ
う
67
号
」
に
よ
り
ご
報
告
い
た

し
ま
す
。

角
口
新
会
長
の
就
任
挨
拶
に
も
あ
り
ま
す
が
、
平
成
二
十
二
年
度
事
業

計
画
を
着
実
に
推
進
い
た
し
ま
し
て
、
協
会
組
織
の
活
性
化
が
図
ら
れ
る

こ
と
に
な
る
と
思
い
ま
す
の
で
、
ご
協
力
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。
又
、

事
務
局
ス
タ
ッ
フ
は
三
人
の
少
人
数
で
す
が
、「
か
い
ほ
う
」
を
通
じ
て

情
報
を
共
有
さ
せ
て
頂
き
充
実
し
た
編
集
に
取
り
組
み
ま
す
の
で
、
会
員

の
皆
様
の
ご
意
見
を
事
務
局
に
お
寄
せ
く
だ
さ
い
。
最
後
に
な
り
ま
し
た

が
、
会
員
各
位
の
ま
す
ま
す
の
ご
隆
盛
を
祈
念
申
し
上
げ
ま
す
。

平
成
二
十
二
年
六
月

事

務

局

◉

き

が

と

あ

協 会 だ よ り
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